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一
に
つ
い
て 

二
に
つ
い
て 

国
有
財
産
の
台
帳
価
格
に
つ
い
て
は
、
国
有
財
産
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
三
年
政
令
第
二
百
四
十
六
号
）
第
二
十
三
条
の

規
定
に
基
づ
き
、
五
年
ご
と
に
、
国
有
財
産
の
評
価
替
え
を
行
っ
た
上
で
改
定
し
て
い
る
。
具
体
的
な
評
価
方
法
は
、
同
条

の
規
定
に
基
づ
き
大
蔵
大
臣
の
定
め
る
「
国
有
財
産
台
帳
の
価
格
改
定
に
関
す
る
評
価
要
領
」
（
平
成
七
年
十
一
月
十
三
日

蔵
理
第
四
千
三
百
二
十
七
号
）
に
示
さ
れ
て
い
る
が
、
種
々
の
態
様
を
有
し
膨
大
な
数
に
上
る
土
地
の
評
価
に
つ
い
て
は
、

個
々
に
評
価
を
行
う
こ
と
と
す
れ
ば
多
大
な
事
務
量
及
び
経
費
を
要
す
る
こ
と
か
ら
、
時
価
倍
率
方
式
を
採
用
し
て
い
る
と

こ
ろ
で
あ
る
。 

国
有
財
産
の
台
帳
価
格
の
改
定
事
務
（
以
下
「
改
定
事
務
」
と
い
う
。
）
は
、
一
般
的
に
、
そ
の
国
有
財
産
を
所
管
す
る

各
省
庁
に
お
い
て
国
有
財
産
の
管
理
事
務
の
一
部
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
て
お
り
、
改
定
事
務
に
携
わ
る
定
員
を
把
握
す
る
こ

と
が
で
き
な
い
こ
と
、
各
省
庁
に
お
け
る
改
定
作
業
は
関
係
部
局
の
広
範
な
協
力
を
得
て
行
わ
れ
る
こ
と
も
あ
り
、
実
際
に

こ
れ
に
携
わ
る
人
数
を
把
握
す
る
こ
と
も
困
難
で
あ
る
こ
と
等
か
ら
、
お
尋
ね
の
人
数
を
示
す
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。 

衆
議
院
議
員
笹
木
竜
三
君
提
出
国
有
財
産
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書 
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三
に
つ
い
て 

土
地
の
時
価
倍
率
は
、
台
帳
価
格
の
改
定
を
行
う
年
度
ご
と
に
土
地
の
価
格
調
査
に
関
す
る
専
門
機
関
に
委
託
し
、
そ
の

報
告
書
に
基
づ
き
作
成
し
て
い
る
も
の
で
あ
り
、
五
年
間
の
地
価
の
変
動
を
踏
ま
え
た
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
地
域

や
土
地
の
用
途
に
応
じ
て
地
価
の
変
動
が
異
な
る
こ
と
か
ら
、
三
大
都
市
圏
及
び
そ
れ
以
外
の
都
市
に
大
別
し
、
更
に
商
業

地
、
住
宅
地
、
工
業
地
の
用
途
地
域
等
に
区
分
し
、
全
国
を
四
十
九
区
分
に
分
類
し
た
上
で
各
区
分
に
つ
き
時
価
倍
率
を
定

め
て
お
り
、
極
力
時
価
を
反
映
さ
せ
る
よ
う
努
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。 

お
尋
ね
の
政
府
出
資
等
に
つ
い
て
、
国
有
財
産
法
施
行
細
則
（
昭
和
二
十
三
年
大
蔵
省
令
第
九
十
二
号
）
別
表
第
一
「
国

有
財
産
区
分
種
目
表
」
に
基
づ
き
、
株
券
、
社
債
券
、
地
方
債
証
券
、
受
益
証
券
、
出
資
に
よ
る
権
利
及
び
そ
の
他
の
項
目

に
分
類
し
、
各
省
庁
所
管
ご
と
に
数
量
及
び
現
在
額
を
示
し
た
も
の
は
別
表
の
と
お
り
で
あ
る
。 

な
お
、
物
納
等
に
よ
り
取
得
し
た
も
の
に
つ
い
て
は
、
銘
柄
数
も
千
を
超
え
て
お
り
、
個
々
の
銘
柄
に
係
る
数
量
は
わ
ず

か
で
あ
る
も
の
が
多
い
こ
と
、
ま
た
、
非
上
場
株
式
の
場
合
に
は
物
納
者
の
納
税
額
が
明
ら
か
に
な
る
お
そ
れ
も
あ
る
こ
と 

な
お
、
時
価
倍
率
で
算
定
し
た
価
格
が
近
隣
地
域
の
土
地
の
時
価
額
等
に
比
し
著
し
く
不
適
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場

合
に
お
い
て
は
、
必
要
に
応
じ
て
当
該
価
格
の
修
正
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。 

四 

 



 

四
に
つ
い
て 

国
及
び
地
方
の
長
期
債
務
残
高
と
し
て
示
し
て
い
る
金
額
五
百
四
十
四
兆
円
は
、
国
の
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
に
お
け

る
内
国
債
及
び
借
入
金
の
平
成
十
年
度
末
残
高
の
見
込
額
並
び
に
地
方
公
共
団
体
の
借
入
金
の
平
成
十
年
度
末
残
高
の
見
込

額
の
合
計
額
を
示
し
た
も
の
で
あ
っ
て
、
貸
借
対
照
表
上
の
負
債
と
し
て
整
理
さ
れ
た
も
の
で
は
な
い
こ
と
か
ら
、
長
期
債

務
残
高
に
対
応
さ
せ
た
資
産
残
高
に
つ
い
て
は
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。 

な
お
、
国
民
経
済
計
算
の
体
系
に
お
け
る
「
一
般
政
府
（
中
央
政
府
、
地
方
政
府
及
び
社
会
保
障
基
金
）
の
部
門
別
資

産
・
負
債
残
高
」
に
お
い
て
は
、
資
産
・
負
債
残
高
が
統
一
的
な
基
準
の
下
で
整
理
さ
れ
て
お
り
、
平
成
八
年
末
の
負
債
の

残
高
が
四
百
七
十
兆
八
千
八
百
八
十
四
億
円
で
あ
る
の
に
対
し
、
有
形
資
産
の
残
高
は
五
百
兆
八
千
四
百
十
一
億
円
、
金
融

資
産
の
残
高
は
三
百
九
十
三
兆
九
千
八
百
七
十
四
億
円
と
な
っ
て
い
る
。 

か
ら
、
個
別
銘
柄
ご
と
に
数
量
及
び
現
在
額
を
示
す
こ
と
は
差
し
控
え
た
い
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